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1. ログイン
ログイン画面からユーザIDとパスワードを入力して、ログインボタンをクリックします。

： 市町村毎に配布されています

： 市町村で設定したﾊﾟｽﾜｰﾄﾞを入力

※ユーザーID、パスワードを続けて3回入力失敗すると、数分間ログインできなくなることがあります。

1.はじめに

　資格業務は後期高齢者医療制度の基本となる情報を扱う業務です。資格業務で入力漏れや操作ミスをす
ると、保険料の賦課や保険給付に影響を与えます。お気づきの点があれば直ぐに問い合わせください。
　基本的な操作方法から実用的な部分までのマニュアルを作成しています。ご参照ください。操作方法に
ついては以下のとおりです。

ユーザID

ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ

※ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞは月に1回変更となります。 

 ※3ヶ月間は同じﾊﾟｽﾜｰﾄﾞが使えません。
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2. 業務選択メニュー
業務選択メニューから資格業務ボタンを押下します。

※業務の主な取り扱い課は

資格業務 ・・・ 管理課 資格グループ 給付業務 ・・・ 事業課 保険給付 グループ １

賦課業務 ・・・ 管理課 保険料グループ 給付業務 ・・・ 事業課 保険給付 グループ ２

収納業務 ・・・ 管理課 保険料グループ 給付業務 ・・・ 事業課 保険事業 グループ

ＴＥＬ　：　０９８－９６３－８０１２ ＴＥＬ　：　０９８－９６３－８０１３

3. 各種画面での生年月日入力方法
日付や生年月日を入力する際は、西暦または和暦の短縮文字を使用します。

： 明治４４年１０月１２日 生まれ 答 1 ： 1 4 4 1 0 1 2

： 大正　９年　７月　６日 生まれ 答 2 ： 2 0 9 0 7 0 6

： 昭和　５年　４月　３日 生まれ 答 3 ： 3 0 5 0 4 0 3

： 平成２５年　４月　４日 生まれ 答 4 ： 4 2 5 0 4 0 4

： 令和　２年　３月１５日 生まれ 答 5 ： 5 0 2 0 3 1 5

※1桁目は元号です。

明治＝1、大正＝2、昭和＝3、平成＝4、令和＝5

例 2

例 3

例 4

例 5

元号 年 月 日

例 1
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後期高齢者医療負担区分等証明書

　

① 沖縄県後期高齢者医療広域連合は、被保険者証の後日交付を基本としています。
事情により、即日交付を行う場合は、必ず広域連合 管理課 資格Gまでご連絡ください。

② 資格再取得時の被保険者番号の扱いについて

・操作手順
　次の2つの操作を実施します。（日次処理で住民異動情報を送信した翌日以降）

(a)資格取得
(b)被保険者証の交付

2．資格取得

2.1 県外・国外からの転入

　広域外から転入してきた被保険者に転入と同時に被保険者証の交付を行う場合、住民基本情報が標準シ
ステムに反映後、窓口で負担区分等証明書を基に被保険者情報を入力して資格を取得させ、被保険者証を
出力します。
　なお、沖縄県後期高齢者医療広域連合は、被保険者証の後日交付を基本としています。日次処理で住民
基本情報が取り込まれてから、資格取得・被保険者証の出力を行います。

再転入、75歳年齢到達などにより、資格を再度取得する場合、前回（転出時、前回資格取得時）と宛名
番号および個人区分が同じであれば、前回の被保険者番号を引き継ぎます。
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①資格取得年月日：転入日 ②取得事由：転入

③負担区分：世帯負担区分　※後期高齢者医療負担区分等証明書などで確認してください。

2.「資格取得」画面で、次に示す必須項目を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。必須項目
以外の項目は、必要に応じて入力してください。

※住所地特例施設に入所していないか確認してください。住所地特例施設に入所している場合は資格
取得ではなく、適用除外の入力になります。

↓スクロール

(a) 資格取得

1.「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［資格取得］ボタンをクリックしてください。

① ②
クリックで

カレンダー表示
③
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※「資格取得」画面で負担区分が未入力だった場合

※老齢福祉年金受給者の情報を入力する場合

(b)被保険者証の交付
については P50に進んでください。

　負担区分の判定を行い、被保険者証を出力してください。
その後、所得・課税情報が連携され次第、負担区分の再判定を行います。再判定の結果、負担区分が変更
になる場合、被保険者証が再発行されます。

　老齢福祉年金受給者の情報を入力すると、負担区分判定において負担区分判定基準日が老齢福祉年金受
給開始年月日～老齢福祉年金受給終了年月日の期間中で、かつ非課税世帯に該当する場合、「低所得Ⅰ
（老福）」として「低Ⅰ老」と設定します。
　なお、老齢福祉年金受給終了年月日を入力しなければ、その被保険者は老齢福祉年金受給者の資格を持
ち続けることになります。

3. 「資格取得確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。設定内容を訂
正したい場合、［戻る］ボタンをクリックすると前の画面に戻ります。

※誤った被保険者情報で資格取得が行われた場合、広域連合に情報修正依頼の連絡をしてください。

↓スクロール
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① 生活保護終了・廃止日について

・操作手順
　次の３つの操作を実施します。

(a).適用除外者の解除
(b).資格取得
(c).被保険者証の交付

 1. 「資格管理メニュー」画面で［適用除外者等管理］ボタンをクリックしてください。

2.2 生活保護終了・廃止

　75歳以上の方が生活保護の受給対象ではなくなった場合、後期高齢者医療制度の適用除外事由から外れ
るため、資格取得対象者となり、被保険者証を交付します。

　終了日や廃止日は必ず証明書を確認して入力してください。証明書を持っていない場合は生活保護担当
や管轄福祉事務所へ確認してください。

(a) 適用除外者の解除
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3. 「適用除外者等修正」画面で、設定項目を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

生活保護受給期間が終了した翌日（生活保護廃止日）

2. 「適用除外者等管理」画面で、対象レコードをラジオボタンで選択し、［修正］ボタンをクリックして
ください。

・生保終了／停止年月日
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［資格取得］ボタンをクリックしてください。

4.「適用除外者等修正確認」画面で、内容を確認し［更新］ボタンをクリックしてください。
　　更新後、操作メニューの［処理選択］ボタンをクリックしてください。

(b) 資格取得
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2. 「資格取得」画面で、設定項目を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

・資格取得年月日 生活保護受給期間が終了した翌日（生活保護廃止日）

・取得事由 生活保護受給終了 ・負担区分 世帯負担区分

3.「資格取得確認」画面で、入力内容を確認し［更新］ボタンをクリックしてください。

「資格取得」画面で負担区分が未入力だった場合

(c)被保険者証の交付
については P50に進んでください。

　負担区分の判定を行い、被保険者証を出力してください。
その後、所得・課税情報が連携され次第、負担区分の再判定を行います。再判定の結果、負担区分が変更
になる場合、被保険者証が再発行されます。
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障害の状態を明らかにすることができる書類

① 障害認定申請から資格取得をする場合

② 対象者の異動情報が標準システムに取り込まれていない場合

③障害認定の更新申請の対応について

1.「障害認定申請検索」画面で該当者を選択し、［決定/訂正］ボタンをクリックします。
2.「障害認定申請」画面で有効期間（至）を修正し、［確認］ボタンをクリックします。
3.画面の内容を確認して、［更新］ボタンをクリックします。

・ 操作手順
　次の2つの操作を実施します。

(a)障害認定申請
(b)被保険者証の交付

有効期間（至）を修正することによって、一括処理「障害認定有効終了年月日経過者一覧作成」で更新申
請後の情報を抽出対象とすることができます。

療育手帳 Ａ又はⒶ
療育手帳制度要綱第４の２の（２）の規
定による記載に係る障害の程度が重度該

当者

　障害認定申請から資格取得をする場合は、資格取得年月日時点で有効な個人異動情報（住民基本台帳情
報）が必要になります。このため、個人異動情報の異動年月日を確認して、「障害認定申請」画面の資格
取得年月日を入力してください。

　65歳以上の住民基本台帳情報が広域連合に連携されていない場合、被保険者証の即時発行を行いたいと
きは［障害認定申請（個人情報無）］で、申請情報の登録と負担区分の設定を実施して、被保険者証を出
力してください。
　その際、「障害認定仮登録」で資格取得されますが、市区町村から広域連合へ日次で住基情報が送られ
ることにより、「仮登録」ではなくなります。

　障害認定者で引き続き資格を取得している場合は、資格変更情報を登録しないでください。なお、障害
認定の有効期間（自）（至）は、履歴で管理しておりません。有効期間（至）は、次に示す方法で修正し
てください。

年
金
証
書
以
外

身体障害者障害手帳
４級の場合、障害担当課などで、左記の
条件を満たすか確認する。資格取得届の

余白に確認方法を記載すること。

１・２・３級

４級　音声または言語機能

４級１号、３号、４号(下肢障害）

精神障害者等級 １級又は２級
精神保健及び精神障害者福祉に関する法
律施行例第６条第３項に規定する障害等

級の１級または２級

　障害認定を受けている方からの申請に基づき、市区町村で障害認定申請を登録し、負担区分判定を行っ
たうえで、被保険者証を出力します。
　なお、65歳以上の住民基本台帳情報は広域連合に送付済みと仮定します。

※住基情報が連携されてからの資格取得、被保険者証発行等の処理を行うことを推奨しています。

書　　類　　名 障害の程度 備　　　　考

年
金
証
書

国民年金法による障害基礎年金、
障害年金又は老齢福祉年金

１・２級

2.3 障害認定
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2. 「個人検索」画面で、検索対象情報を指定して、［検索］ボタンをクリックしてください。

(a) 障害認定申請

1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［障害認定申請］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4. 「障害認定履歴一覧」画面で、［申請］ボタンをクリックしてください。
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①申請年月日 障害認定申請日を入力 ②申請区分 新規申請

③申請理由 新規に障害認定されたため Ⅲ 　身体障害者手帳
　療育手帳

④資格取得年月日 未来に向かっての日付 　精神障害手帳
　国民年金証書

⑤取得事由 障害認定 　障害種別その他

⑥負担区分 ⑦認定区分 障害認定

⑧決定年月日 申請日と同日 ⑨認定理由 新規に障害認定されたため

⑩有効期間 資格取得年月日と同日
 ※左枠＝開始日
 ※右枠＝終了日

6. 「障害認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

↓スクロール

該当する等級にチェック
該当する等級にチェック
該当する場合にチェック

本人及び属する世帯の課税状況を
確認

障害認定の有効期限がある認定者の場合には、「有効期間（至）」も入力してく
ださい。

↓スクロール

5. 「障害認定申請」画面で、次に示す設定項目（必須項目）に必要な情報を指定して、［確認］ボタンを
クリックしてください。

該当する等級にチェック
該当する区分にチェック

１ ２

３

Ⅲ

４ ５

６

７ ８

９

10
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負担区分が未入力だった場合

(b)被保険者証の交付
については P50 に進んでください。

↓スクロール

↓スクロール

　負担区分の判定を行い、被保険者証を出力してください。
その後、所得・課税情報が連携され次第、負担区分の再判定を行います。再判定の結果、負担区分が変更
になる場合、被保険者証が再発行されます。

17 / 139 ページ



①再転入について

・操作手順
　次の４つの操作を実施します。

(a)住民情報の追加（転入住基を送信している場合は次の（b）から始めてください）
(b)広域市区町村間転入・転出確認
(c)負担区分判定
(d)被保険者証の交付

3．資格変更

3.1広域内転入（沖縄県内転入）

　沖縄県の他市区町村から転入した被保険者に被保険者証の即時交付を行う場合、住民異動届の写しなど
を基に住民情報を入力し、転入前市区町村の転出情報と同一人判定（「広域市区町村間異動者管理」画
面）を実施して、負担区分判定をした後で被保険者証を出力します。
　転入前市区町村で減額認定申請情報、限度額適用認定申請情報、または特定疾病認定情報が登録されて
いる場合、それぞれの認定申請書の交付が必要となるため、被保険者情報を確認し、必要な場合に併せて
交付します。
　また、被保険者証の即時交付を行わない場合でも、後日同一人判定（「広域市区町村間異動者管理」画
面）を行ってください。

　制度開始（平成20年4月1日）以降の住基があり、再転入の場合は広域連合でしか処理ができない為、広
域連合にご連絡ください。

※再転入の場合でも、転入住基を日次で送信していれば市町村にて紐付けが可能となります。

(a) 住民情報の追加

1. 「資格管理メニュー」画面で、特別処理の［住民基本台帳追加］ボタンをクリックしてください。

18 / 139 ページ



・後期医療保険者番号 39から始まる８桁の数字 ・地方公共団体コード 47から始まる６桁の数字

・宛名番号 市町村住基番号を入力 ・世帯番号 市町村住基番号を入力

・氏名カナ 全角カナで入力 ・氏名 苗字と名前の間にｽﾍﾟｰｽを入れる

・生年月日 P４を参考に入力 ・性別 ▼ボタンで男、女を選択

・続柄 住基と同じ続柄を選択 ・異動年月日 住基の異動日と同日

・異動届出年月日 住基の窓口届出日と同日 ・異動事由 住基と同じ事由を選択

・住民年月日 住基の住民年月日と同日 ・住所 現住所を入力

※「住所検索」ﾎﾞﾀﾝで入力

・転入前住所 前住所を入力

※「住所検索」ﾎﾞﾀﾝで入力

個人番号（マイナンバー）の入力について
個人番号については、個人番号付きの住基を送信すると自動で反映されるため
住基追加では入力しないでOK

※宛名番号等誤った住基情報を追加した場合は、すぐに広域連合までご連絡ください。

※特別処理にて住民基本台帳情報追加と住登外情報追加を間違えて行うことが多く
なっています。誤って住登外を追加した場合も広域連合までご連絡ください。

2. 「住基新規追加」画面で、以下の必要箇所に情報を入力します。
   必須項目以外の項目は、必要に応じて指定してください。

※宛名番号と世帯番号について
　広域に設定している桁数は市町村によって異なります。
　住民基本台帳情報の番号が設定桁数以下の場合、不足している桁分、前からゼロで埋めて
　　ください。
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3. 設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

※適用除外者の広域市区町村間異動について

↓スクロール

(b) 広域市区町村間転入・転出確認（広域市区町村間異動者管理）

1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［広域市区町村間異動者管理］ボタンをクリックし
てください。

　※適用除外者の場合は、後期高齢者医療広域連合の被保険者ではないため、広域市区町村間異動の処理
はできません。
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・生年月日 ・検索対象 「住民基本台帳情報」を選択

3. 転入者情報をラジオボタンで選択して、［転出者検索］ボタンをクリックしてください。

・転入先市町村の対象者を選択してください

2. 「広域市区町村間転入異動者一覧」画面で、検索対象を指定して、［転入者検索］ボタンをクリックし
てください。

入力すると検索しやすい
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4.転出者検索条件を入力して、［転出者検索］ボタンをクリックしてください。

・氏名カナ 空欄にします ・検索対象

※対象者に保留データがある場合、広域連合までご連絡お願いします。

「被保険者情報」を選択

5. 転入者情報を基に、該当する転出者情報をラジオボタンで選択して、［確認］ボタンをクリックしてく
ださい。
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6.対象者の転入情報および転出情報を確認して、［更新］ボタンをクリックしてください。

(c)負担区分判定
については P41 に進んでください。

(d)被保険者証の交付
については P48 に進んでください。

↓スクロール

②、③「※変更後の年月日に更新する情報は選択チェックボックスをチェックしてください。」と表示さ
れる場合がありますが、チェックは入れず、そのまま更新してください。
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・操作手順
　次の3つの操作を実施します。

(a).被保険者の資格変更
(b).被保険者証の交付
(c).資格変更前の被保険者証の回収登録

3.2氏名変更・転居

　被保険者から市区町村窓口へ氏名変更や同一市区町村内の転居などの申出があった場合、申出内容に基
づいて資格情報を変更し、新規の被保険者証などの交付を行う必要があります。
　新規の被保険者証の交付に伴い、氏名変更前や同一市区町村内の転居前の被保険者証を回収します。ま
た、限度額適用・標準負担額減額認定証、限度額適用認定証、または特定疾病療養受療証も交付されてい
る場合、被保険者証と同様にそれぞれの証の回収と新規の証の交付を実施します。

(a) 被保険者の資格変更

 1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［資格変更］ボタンをクリックしてください。
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2. 「資格変更」画面で変更内容を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

・資格異動年月日 異動する日 ・異動事由 該当するものを選択

・氏名カナ、氏名 変更がある場合のみ入力 ・住所

※世帯に異動があった場合、負担区分登録を行ってください。
　負担区分が変更となる可能性があります。

※異動年月日を変更しない市町村が多くなっています。必ず変更して下さい。

3. 「資格変更確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

(b)被保険者証の交付
については P48 に進んでください。

(c)資格変更前の被保険者証の回収登録
については P52 に進んでください。

↓スクロール

変更がある場合のみ入力
※「住所検索」ﾎﾞﾀﾝで入力
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※各市町村の特例施設については、自市町村介護保険担当へ確認してください。

・操作手順
　次の7つの操作を実施します。

(a)住登外登録情報の登録
(b)資格変更および住所地特例の適用
(c)住登外登録情報の所得・課税情報入力
(d)負担区分判定
(e)被保険者証の交付
(f)被保険者証の回収登録

3.3県外転出先の住所地特例適用

　住所地特例とは、被保険者が加入している広域連合ではなく、他の広域連合内にある病院等の施設に入
院（入所）し、そこに住所を変更した場合、それまで加入していた広域連合の被保険者の資格が継続され
る制度です（広域内での住所変更の場合は、住所地特例は適用されません）。病院等が多く所在する広域
連合の医療給付が増えることで生じる財政の不均衡を調整することを目的としています。
　なお、複数の病院等の施設に継続して入院（入所）した場合、病院等の施設以外の場所で、最後に住所
を有していた住所地の広域連合の被保険者となります。
住所地特例における被保険者が加入する広域連合の例を次の図に示します。

　被保険者から住所地特例適用地への転出の申出があった場合、住民基本台帳情報ではなく住登外登録情
報で管理するため、住登外登録情報の追加、および住民基本台帳情報から住登外登録情報への資格変更を
実施して、新規の被保険者証などの交付を行う必要があります。
　新規の被保険者証の交付に伴い、住所地特例適用前の被保険者証を回収します。また、減額認定証、限
度額適用認定証、または特定疾病療養受療証も交付されている場合、被保険者証と同様にそれぞれの証の
回収と新規の証の交付を実施します。

住所変更の例

<例1>

<例2>

<例3>

A県 B県 C県

被保険者が

加入する広域連合

A県

A県

B県

自宅 病院等施設
B県の病院等施設

に入所

自宅 病院等施設
B県の病院等施設

に入所

病院等施設
C県の病院等施設

に入所

自宅 病院等施設

自宅の住所がB県の

病院等施設以外に変更

病院等施設

住所は

病院等施設以外
C県の病院等施設

に入所
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2. 「住登外新規追加」画面で必要な情報を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

・後期医療保険者番号 39から始まる８桁の数字 ・地方公共団体コード 47から始まる６桁の数字

・宛名番号 市町村住登外番号を入力 ・世帯番号 市町村住登外番号を入力

　※世帯番号は住基情報と異なる世帯番号へ変更してください。

・氏名カナ 全角カナで入力 ・氏名 苗字と名前の間にｽﾍﾟｰｽを入れる

・生年月日 項番01-3を参考に入力 ・性別 ▼ボタンで男、女を選択

・続柄 住基と同じ続柄を選択 ・異動年月日 転入日

・異動届出年月日 住基の窓口届出日と同日 ・異動事由 「その他登録」を選択

・住民年月日 転入日 ・住所 住所地特例施設先住所を入力

※「住所検索」ﾎﾞﾀﾝで入力

・個人番号 住基の番号をコピーして使用（手入力は行わないでください）

※宛名番号と世帯番号について
　広域に設定している桁数は市町村によって異なります。
　住民基本台帳情報の番号が設定桁数以下の場合、不足している桁分、前からゼロで埋めてください。

(a) 住登外登録情報の登録

1. 「資格管理メニュー」画面で、特別処理の［住登外登録情報追加］ボタンをクリックしてください。
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3. 設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

(b) 資格変更および住所地特例の適用

 1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［資格変更］ボタンをクリックしてください。
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※県外転出で資格喪失していた場合は、必ず資格回復を行ってから資格変更をしてください。

3. 「資格変更」画面で必要な情報を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

・資格異動年月日 県外住所地の転入日を入力 ・異動事由 「住所地特例適用」を選択

・個人区分 「住登外」を選択 ・住所 転出先の住所

・住所地特例者区分 「住所地特例者」を選択 ・適用期間 住所地特例の開始日を入力

2. 「個人検索」画面で個人検索を行い、検索結果の中から対象となる被保険者をラジオボタンで選択して
［選択］ボタンをクリックしてください。（この手順を行わずに次に進むことがあるので注意！）

↓スクロール

29 / 139 ページ



4. 更新内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

  1. 住登外登録情報の所得・課税情報を入力してください。

(d) 負担区分判定
については P42 に進んでください。

(e) 被保険者証の交付
については P50に進んでください。

(f) 被保険者証の回収登録
については P53 に進んでください。

　被保険者の管理を行うのが住民基本台帳情報から住登外登録情報に変更になることに伴い、宛名番号と
個人区分コードが変更になるため、所得・課税情報の入力が必要です。
詳細は、「賦課管理ガイド　市区町村編」などを参照してください。

(c) 住登外登録情報の所得・課税情報入力
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在留資格「特定活動」にて入国・在留する外国人への対応について

・ 操作手順
　次の2つの操作を実施します。

(a).資格喪失
(b).適用除外者登録
(c).被保険者証の回収登録

　生活保護受給の決定連絡によって、被保険者が後期高齢者医療制度の対象外となった場合、被保険者の
資格喪失と適用除外者登録を行います。
また、被保険者証が市区町村の窓口に返還された場合、被保険者証の回収登録を行います。

(a) 資格喪失

1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［資格喪失］ボタンをクリックしてください。

4.資格喪失

次のいずれかに該当する外国人の場合、適用除外者（適用除外事由：広域内適用除外者）として登録し
てください。

・ 医療を受ける活動を目的として入国・在留する者

・ 医療を受ける活動を行う者の日常生活上の世話をする活動を目的として入国・在留する者

・ 1年を超えない期間滞在し、観光、保養その他これらに類似する活動を目的として入国・在留する者

4.1生活保護受給開始
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※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。
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・資格喪失年月日 生活保護開始年月日 ・喪失事由 生活保護開始日

※年齢到達日以前に生活保護を受給していた場合、喪失年月日は年齢到達日

5. 「資格喪失確認」画面で、設定内容を確認して、［更新］ボタンをクリックしてください。
　　設定内容を訂正したい場合、［戻る］ボタンをクリックすると前の画面に戻ります。

↓スクロール

4. 「資格喪失」画面で、必要箇所を入力・選択した後に［確認］ボタンをクリックしてください。
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・適用除外事由 生活保護受給者

※適用除外事由はその他に以下がある。

・病院等入院・施設入所者 ・他広域住所地特例者 ・在留資格なし
・国保住所地特例者 ・広域内適用除外者

(b) 適用除外者登録

1. 「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［適用除外者等管理］ボタンをクリックしてくださ
い。

2. 「適用除外者等管理」画面で、適用除外事由を選択して、［追加］ボタンをクリックしてください。
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・生保開始/再開年月日 適用除外開始日を入力
・備考 「管轄市名」または「管轄福祉事務所名」を入力してください。

「入力した日」も入力してください。

(c) 被保険者証の回収登録
については P53 に進んでください。

4. 「適用除外者等登録確認」画面で、設定内容を確認して、［更新］ボタンをクリックしてください。
　　設定内容を訂正したい場合、［戻る］ボタンをクリックすると前の画面に戻ります。

3. 「適用除外者等登録」画面で、必要箇所を入力して、［確認］ボタンをクリックしてください。
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・操作手順
　次の2つの操作を実施します。

(a)資格喪失
(b)被保険者証の回収登録

1. 「資格管理メニュー」画面で、［資格喪失］ボタンをクリックしてください。

4.2障害認定撤回の申請があった場合

　障害認定を受けている方から障害認定の撤回申請があった場合、資格喪失を行います。（届出日から未
来に向かって資格を喪失できる。）
　障害認定の撤回申請があった場合、通常、75歳年齢到達日までは資格取得の対象となりません。
ただし、再度障害認定の申請があった場合は、「1.3　障害認定」を参照して、「障害認定申請」画面から
資格を取得してください。

(a) 資格喪失

36 / 139 ページ



※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。
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4. 「資格喪失」画面で、設定項目を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

・資格喪失日 撤回した日の翌日 ・喪失事由 障害認定撤回

5. 「資格喪失確認」画面で、内容を確認し［更新］ボタンをクリックしてください。

・障害認定仮登録の被保険者が資格喪失する場合

(b) 被保険者証の回収登録
については P53 に進んでください。

  資格取得事由が「障害認定仮登録」である被保険者が、障害認定撤回などにより資格喪失する場合
は、仮登録状態での資格喪失は行わずに、「被保険者修正」画面で資格取得事由と異動事由を「障害認
定」に修正後、「資格喪失」画面で資格喪失してください。

38 / 139 ページ



・ 操作手順
　次の2つの操作を実施します。

(a)資格喪失
(b)被保険者証の回収登録
(c)資格喪失証明証の交付（広域連合ホームページからダウンロード）

1. 「資格管理メニュー」画面で、［資格喪失］ボタンをクリックしてください。

4.3障害認定の非該当となった場合

　障害者の方の等級が変更になり、後期高齢者医療制度で定める障害者の程度ではなくなった場合、資格
喪失を行います。
　必ず届出後に未来に向かってのみ喪失します。
　どうしても届出をしない方については、十分に説明を行った上で、喪失日を事前に通知して行う必要が
あります。

※有期認定者で障害者手帳の有効期限が切れた場合は、手帳更新の意志があるかを確認し、更新の意志が
ない場合は資格を喪失する旨を十分に説明し、未来に向かって資格を喪失させる。（届出をさせる）
　障害者手帳の有効期限が切れた場合でも、障害者手帳の更新の意志がある場合は関係部署に連絡を取
り、更新手続き中か確認し、更新が終わるまで資格は継続させる。

(a) 資格喪失
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※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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4. 「資格喪失」画面で、設定項目を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

・資格喪失日 非該当の届出日の翌日又は職権にて喪失させた日
・喪失事由 その他喪失

5. 「資格喪失確認」画面で、内容を確認し［更新］ボタンをクリックしてください。
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①計算対象年月について

②「所得入力」画面で所得情報を登録した場合

③過年度の負担区分判定を「負担区分登録」画面で実施した場合

④負担区分の修正方法

・操作手順
　次に示す手順で操作します。

1. 「資格管理メニュー」画面で、負担区分管理の［負担区分管理］ボタンをクリックしてください。

5.負担区分判定・基準収入額適用

5.1負担区分判定

　「7月」を選択することにより、8月から翌年7月までの負担区分を計算しますので、通常は「7月」を設
定してください。
　なお、「8月」を選択した場合は、8月の負担区分を計算し、9月以降の負担区分は8月の負担区分が設定
されます。

　「所得入力」画面で所得情報を登録した場合、登録後に「負担区分登録」画面で、所得入力した相当年
度以降の負担区分の判定を実施してください。

　過年度の負担区分判定を「負担区分登録」画面で実施した場合、次年度以降の負担区分に変更がなくて
も、現年度までの負担区分判定を実施して、負担区分判定履歴の追加を行ってください。

　 負担区分を修正したい場合、「負担区分履歴一覧」画面で最新の履歴をラジオボタンで選択し、［修
正］ボタンをクリックしてください。「負担区分修正」画面に遷移します。
「負担区分修正」画面で、月ごとの訂正負担区分、世帯訂正負担区分を修正することで負担区分を修正す
ることができます。
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※計算をするときは「7月」にしてください。

2.「負担区分履歴一覧」画面で、年度検索の年度表示が正しいかを確認して、［登録］ボタンをクリック
してください。

3. 「負担区分登録」画面で、計算対象年月から計算対象とする月を選択して、［計算］ボタンをクリック
してください。
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4. 決定年月日（負担区分を登録する日）を入力して、［確認］ボタンをクリックしてください。

5. 「負担区分登録確認」画面で、［更新］ボタンをクリックしてください。
　 設定内容を訂正したい場合、［戻る］ボタンをクリックすると前の画面に戻ります。
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①基準収入額適用の負担区分について

②基準収入額適用の申請について

③収入額の確認方法について

・操作手順
　次の2つの操作を実施します。

(a)基準収入額の適用
(b)被保険者証の交付

　般Ⅰ特・・・ 同一世帯の被保険者は一人であり、収入額の合計は383万円以上であるが、同世帯に70
歳以上74歳以下の方がおり、「70歳以上74歳以下の方及び被保険者の収入額の合計が
520万円未満」且つ「被保険者の年金収入とその他の所得金額の合計が200万円未満」の
場合。

　般Ⅱ特・・・ 同一世帯の被保険者は一人であり、収入額の合計は383万円以上であるが、同世帯に70
歳以上74歳以下の方がおり、「70歳以上74歳以下の方及び被保険者の収入額の合計が
520万円未満」且つ「被保険者の年金収入とその他の所得金額の合計が200万円以上」の
場合。

　基準収入額適用の適用開始月は月次処理で出力される「後期高齢者医療基準収入額適用申請のお知ら
せ」を確認の上、処理を行ってください。
　　申請期限を過ぎて申請された場合は、申請年月日の翌月1日からの適用になります。

　広域システムの所得情報には年金・給与以外の収入が入力されないため、収入を確認する際は、広域シ
ステムではなく市町村税務担当課へ確認してください。

5.2 基準収入額適用

　所得・課税情報の確定時や月次処理時に、負担割合が3割と判定された被保険者へ、基準収入額適用申請
の勧奨通知を行います。
　沖縄県後期高齢者医療広域連合の場合は、事前に3割と判定された被保険者が基準収入額適用に該当して
いるかどうか調査し、該当者にのみ勧奨通知を行っています。
　勧奨対象者からの申請を基に、公的年金などの収入額および負担区分を登録して被保険者証を出力しま
す。

　般Ⅰ基・・・ 同一世帯の被保険者が一人で、「合計収入額が383万円未満」且つ「年金収入とその他
の所得金額の合計が200万円未満」、又は被保険者が二名以上で、「被保険者の収入額
の合計が520万円未満」且つ「年金収入とその他の所得金額の合計が320万円未満」の場
合。

　般Ⅱ基・・・ 同一世帯の被保険者が一人で、「合計収入額が383万円未満」且つ「年金収入とその他
の所得金額の合計が200万円以上」、又は被保険者が二名以上で、「被保険者の収入額
の合計が520万円未満」且つ「年金収入とその他の所得金額の合計が320万円以上」の場
合。
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2.「個人検索」画面で、被保険者番号を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

3. 該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

(a) 基準収入額の適用

1. 「資格管理メニュー」画面で、負担区分管理の［負担区分管理］ボタンをクリックしてください。
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・適用開始月 基準収入額申請が適用になる月

※申請期限を過ぎて申請された場合は、申請年月日の翌月1日からの適用になります。

4.「負担区分履歴一覧」画面で、年度検索の表示年度が正しいかを確認して、［収入額適用］ボタンをク
リックしてください。

※表示年度よりも過年度を登録する場合、年度検索欄に該当年度を入力して［検索］ボタンをクリック
した後、［収入額適用］ボタンをクリックしてください。

5. 「基準収入額適用申請」画面で、申請年月日と適用開始月を指定して、［検索］ボタンをクリックして
ください。

※月次処理で出力される「後期高齢者医療基準収入額適用申請のお知らせ」の適
用開始月を確認の上、処理を行ってください。
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6. 以下の項目を入力して、［確認］ボタンをクリックしてください。

・収入金額 公的年金、給与、年金給与以外の収入

・認定区分 「認定」を選択 ・負担区分 般Ⅰ基、般Ⅱ基、般Ⅰ特、般Ⅱ特

・決定年月日 申請年月日と同日 ・認定理由 「収入が基準額未満のため」を選択

※収入を確認する際は、広域システムではなく市町村税務担当課へ確認してください。
　（広域システムの所得画面には年金・給与以外の収入が入力されていないため。）

翌月以降に区分が変更となる世帯の入力について

世帯員の年齢到達等により、翌月以降に区分が変更となる世帯については、下のように、負担区分欄に当
月の区分を選択したのち、右側に区分の変更月と変更後の区分を選択してください。
例：妻が8月に年齢到達したのち、夫が9月に年齢到達となり、区分が8月から般Ⅱ特、10月から般Ⅱ基とな
る場合など。

入力する負担区分は、左側が当月の区分、右側が変更月と変更後の区分になります。
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(b)被保険者証の交付
については P50 に進んでください。

7. 「基準収入額適用申請確認」画面で、設定内容を確認して、［更新］ボタンをクリックしてください。
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1.「資格管理メニュー」画面で、［被保険者証交付］ボタンをクリックしてください。

※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

6.被保険者証の交付・回収・再交付

6.1被保険者証の交付

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4. 「被保険者証交付一覧照会」画面で、［被保険者証］ボタンをクリックしてください。

※新規（空白）の被保険者証がある場合は、[被保険者証]ボタンが押せないため、履歴の一番したにあ
る、新規（空白）の被保険者証を選択し、[証選択]ボタンをクリックしてください。
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①発行年月日：証を印刷する日
②交付年月日：証を渡す日

※証を渡す日が資格取得前であれば資格取得日を交付年月日にする
③有効期限：今年度の末日

※末日は7/31
④発効期日： 年齢到達日

転入日
生保停止・廃止日
障害認定日
負担割合変更月の初日(()書き証の場合は、前証の発効期日)
※転居、氏名変更、住所地特例等は発効期日は変わりません。

・交付事由について

新規 資格取得処理による資格取得者
例：年齢到達、障害認定、生保停止・廃止等

変更 資格変更処理による資格取得者

更新 短期証から短期証への更新

再発行 紛失、汚損、破損、その他

＊再交付年月日、再交付事由の入力漏れにご注意ください。

5.「被保険者証交付」画面で、「①発行年月日」、「②交付年月日」、「③有効期限」を入力し、「④発
効期日」を空白にした状態で、一部負担金の割合の「⑤取得」ボタンをクリックしてください。「④発効
期日」及び負担割合を確認し、「⑥印刷」ボタンをクリックしてください。

※PDFが起動され、印刷画面が表示されますので、印刷アイコンをクリックします。
　 印刷が完了したら、×ボタンでPDFを終了します。

※印刷ボタンを複数回押すと履歴も複数回できますのでご注意ください。
履歴が誤って複数回できた場合は、交付していない履歴に回収年月日（交付年月日と同日）の入力を
行ってください。

交付事由は[新規］の状態で印刷した後に、「発行した証を証選択で選んだ後に、処理内容に応じた
交付事由を選択し、確認、更新で変更してください。」

例：広域内転入、転居、負担区分変更、基準収入額適用、短期証から通常証への変更等

① ②

③

④

日付が入っている場合は、一度空白にし、

⑤

交付事由は、一度「新規」で印刷したのちに、

「証選択」で交付画面を再度表示し、内容に応

じた事由を選択し、「確認」「更新」を行う。

⑥

交付事由が「再発行」の場合は、「再交付年月日」及

び「再交付事由」についても入力。
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1.「資格管理メニュー」画面で、［被保険者証交付］ボタンをクリックしてください。

※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

6.2被保険者証の回収

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「被保険者証交付一覧照会」画面で、被保険者証のラジオボタンを選択し、［証選択］ボタンをクリッ
クしてください。
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・証回収 チェックを入れる ・回収年月日 証を回収した日

5. 「被保険者証交付」画面で、必要な箇所を選択・入力をして、［確認］ボタンをクリックしてくださ
い。
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1.「資格管理メニュー」画面で、［被保険者証交付］ボタンをクリックしてください。

※被保険者番号で検索すると見つけやすいです

　被保険者証を再交付する場合、被保険者証再交付申請書が必要です。
被保険者証再交付申請書を出力するには、P108「各種再交付申請書の発行」を参考にしてください。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

6.3被保険者証の再交付
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「被保険者証交付一覧照会」画面で、［被保険者証］（下記画像②）ボタンをクリックしてください。

※［被保険者証］ボタンがクリックできない場合は履歴一番下の空白の履歴を選択し、［証選択］（下
記画像①）ボタンをクリックしてください。
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・発行年月日 証を印刷する日 ・交付年月日 証を渡す日
※交付日が資格取得前であれば資格取得日にする

・交付事由 新規のまま
※次ページ7にて変更 ・有効期限 今年度の末日

※末日は7/31
・発効期日 前証と同じ

（負担割合が変更になった場合等は変更になった日）

6.「戻る」ボタンを押下し、被保険者証交付一覧照会画面へ戻ります。発行した証を選択（左枠チェッ
ク）して「証選択」ボタンをクリックします。

5. 「被保険者証交付」画面で、次の必要な個所を入力して［取得］ボタンをクリックしてください。 一
部負担金の割合が表示されたら［印刷］ボタンをクリックし、実際には印刷せずに下ページ6へ進んで下さ
い

58 / 139 ページ



・交付事由 再発行 ・再交付年月日 交付年月日と同じ

・再交付事由 「紛失・汚損・破損・その他」いずれか１つを選択してください

※再発行における注意点

　再発行の際に前の履歴を証選択して発行した場合、前の履歴が上書きされて
しまいます。そのため、紛失した証が見つかり回収した場合に回収入力をする
履歴が無くなることになるため、必ず[被保険者証］ボタンをクリックし証の
作成発行をお願いいたします。

7. 次の必要な箇所を入力し［印刷］ボタンをクリックすると、再交付の表示が印字された被保険者証pdf
が出力されます。
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①広域市区町村間異動後に限度額適用・標準負担額減額認定申請情報を登録する場合

②処理中に出てくるワーニングメッセージについて

・設定した適用区分と発効期日時点での被保険者の負担区分に相違がある場合

・発効期日時点の負担区分と異なる負担区分が翌月以降に登録されている場合

・上記のメッセージを表示する条件のすべてに該当する場合

・被保険者の世帯に所得未申告者が存在する場合

③すでに交付済みの被保険者が長期入院該当となったとき

※設定した適用区分が低所得Ⅰ（要保護者・境界層）で、被保険者の負担区分が低所得Ⅰ（要保護者）
の場合は、ワーニングメッセージは表示されません。
なお、設定した適用区分が低所得Ⅰ（要保護者・境界層）で、被保険者の負担区分が低所得Ⅰ（要保護
者）以外の場合、「選択された適用区分が低所得Ⅰ（要保護者・境界層）ですが、被保険者の算定負担
区分が低所得Ⅰ（要保護者）ではありません。」のワーニングメッセージが表示されます。

　申請情報を追加して登録してください。なお、申請区分は、「その他申請」を選択してください。ま
た、［長期入院の有無］チェックボックスを選択し、入院該当年月日に長期入院該当となった日付を設定
してください。

7.限度額適用・標準負担額減額認定証の交付・回収・再交付

　広域市区町村間異動を行った場合は、「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面
の［申請］ボタンをクリックして、限度額適用・標準負担額減額認定申請情報を登録してください。

「選択された負担区分と被保険者の算定負担区分が一致していません。」のワーニングメッセージが

表示されます
※
。

「発効期日より後の負担区分に変更があります。」のワーニングメッセージが表示されます。

「選択された適用区分と算定負担区分が一致していません。また、発効期日より後の負担区分に変更
があります。」のワーニングメッセージが表示されます。

「同一世帯に未申告者が存在します。」のワーニングメッセージが表示されます。ワーニングメッ
セージが表示された場合は、このまま限度額適用・標準負担額減額認定を行うかどうか判断してくだ
さい。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

7.1限度額適用・標準負担額減額認定証の交付（新規の場合）

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、［申請］ボタンをクリックしてく
ださい。
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・負担区分年度 自動入力 ・申請年月日 申請した日を入力

・申請区分 「新規申請」を選択 ・申請理由 「所得が基準額未満のため」を選択

・認定区分 「認定」を選択 ・適用区分 現在の負担区分を選択

・決定年月日 申請年月日と同日を入力

・発効期日 新規申請（申請月の初日）

転入（転入日） ・有効期限 今年度の末日を入力　※末日は7/31

年齢到達月申請（年齢到達日）

・認定理由 「所得が基準額未満のため」を選択

※資格取得日以前に交付する場合、
　資格取得日

↓スクロール

3. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請」画面で、「申請書印刷」ボタンをクリックし、申請書を印刷
後、申請書を記入して頂き、申請の以下の事項を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

※「発効期日」を入力し、「適用区分取得」ボタンを押す
と、発効期日時点の適用区分が自動選択されます。
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日 証を交付する日を入力

※資格取得日以前に交付を行う場合は、交付年月日に資格取得日を設定してください。

4. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリック
してください。

5. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、更新した証を選択し、［印刷］ボ
タンをクリックしてください。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

7.2限度額適用・標準負担額減額認定証の交付
　（負担区分変更や広域内転入の場合）

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、［申請］ボタンをクリックしてく
ださい。
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・負担区分年度 自動入力 ・申請年月日 申請した日を入力

・申請区分 「継続申請またはその他申請」 ・申請理由

を選択

・認定区分 「認定」を選択 ・適用区分 現在の負担区分を選択

・決定年月日 申請年月日と同日を入力

・発効期日 負担区分変更月の初日

広域内転入の場合、転入日 ・有効期限

転居の場合、前証と同日

・認定理由

3. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請」画面で、「申請書印刷」ボタンをクリックし、申請書を印刷
後、申請書を記入して頂き、申請の以下の事項を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

「所得が基準額未満のため」を選択

※「発効期日」を入力し、「適用区分取得」ボタンを押す
と、発効期日時点の適用区分が自動選択されます。

今年度の末日を入力　※末日は7/31

「所得が基準額未満のため」を選択

↓スクロール
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日 証を交付する日を入力

4. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリック
してください。

5. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、更新した証を選択し、［印刷］ボ
タンをクリックしてください。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

※入院確認は、添付書類が必ず必要です。

7.3限度額適用・標準負担額減額認定証の発行（長期入院該当の場合）

2. 入院日数が91日以上となっているか領収書等で確認して、「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用
認定申請一覧」画面で、［申請］ボタンをクリックしてください。

※負担区分（低所得Ⅱ）や前保険の場合は（低Ⅱ）か（オ）の認定期間内に、入院していた日数が９１日
以上の場合に長期入院該当となります。
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A
・長期入院の有無 チェックをつける ・入院該当年月日 申請月の翌月初日

※１日に申請した場合も翌月初日となります。

・①～⑤ 入院情報の入力

・負担区分年度 自動入力 ・申請年月日 申請した日を入力

・申請区分 「その他申請」を選択 ・申請理由

・認定区分 「認定」を選択 ・適用区分 内容に応じて負担区分を選択
※低所得Ⅰは長期入院の対象外

・決定年月日 申請年月日と同日を入力

・発効期日 負担区分変更月の初日 ・有効期限

広域内転入の場合、転入日

転居の場合、前証と同日 ・認定理由

※前保険で長期入院証を持っている方が年齢到達に申請し
た場合も同様の扱いとなります。

B

「所得が基準額未満のため」を選択

今年度の末日を入力　※末日は7/31

「所得が基準額未満のため」を選択

↓スクロール

3. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請」画面で事項Aを入力し、「申請書印刷」ボタンを押下し申請
書を印刷後、申請者に申請書を記入して頂き、申請の以下の事項Bを入力し、「確認」ボタンをクリックし
てください。
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日

4. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリック
してください。

5. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、更新した証を選択し、［印刷］ボ
タンをクリックしてください。

証を交付する日を入力（発効期日以降）
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証回収］ボタンをクリックしてください。

7.4限度額適用・標準負担額減額認定証の回収

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定証回収」画面で、回収する証をチェックボックスで選
択して、証を回収した年月日を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。
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3. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定証回収確認」画面で、表示された情報の内容を確認
し、［更新］ボタンをクリックしてください。
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 1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

7.5 限度額適用・標準負担額減額認定証の再交付

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、証種別選択に「減額証」を選択し
て［検索］ボタンをクリックしてください。
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日

・再交付年月日 交付年月日と同日 ・再交付事由 該当する事由を選択

3. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、再交付する証をラジオボタンで選
択して必要な情報を入力し、［印刷］ボタンをクリックしてください。

証を交付する日を入力（発効期日以降）
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①広域市区町村間異動後に限度額適用認定申請情報を登録する場合

②処理中に出てくるワーニングメッセージについて

・設定した適用区分と発効期日時点での被保険者の負担区分に相違がある場合

・発効期日時点の負担区分と異なる負担区分が翌月以降に登録されている場合

・上記のメッセージを表示する条件のすべてに該当する場合

・被保険者の世帯に所得未申告者が存在する場合

・被保険者の世帯に扶養控除候補の被保険者が存在する場合

1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

「同一世帯に扶養控除候補者が存在します。」のワーニングメッセージが表示されます。ワーニング
メッセージが表示された場合は、このまま限度額適用認定を行うかどうか判断してください。

8.1限度額適用認定証の交付（新規の場合）

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、証種別選択に「限度証」を選択し
て［検索］ボタンをクリック後、［申請］ボタンをクリックしてください。

8.限度額適用認定証の交付・回収・再交付

　広域市区町村間異動を行った場合は、「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面
の［申請］ボタンをクリックして、限度額適用認定申請情報を登録してください。
　負担区分年度が平成30年度より前の場合、「限度額適用認定申請は行えません。」のメッセージが出力
されます。

「選択された負担区分と被保険者の算定負担区分が一致していません。」のワーニングメッセージが
表示されます。

「発効期日より後の負担区分に変更があります。」のワーニングメッセージが表示されます。

「選択された適用区分と算定負担区分が一致していません。また、発効期日より後の負担区分に変更
があります。」のワーニングメッセージが表示されます。

「同一世帯に未申告者が存在します。」のワーニングメッセージが表示されます。ワーニングメッ
セージが表示された場合は、このまま限度額適用認定を行うかどうか判断してください。
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・負担区分年度 自動入力 ・申請年月日 申請した日を入力

・申請区分 「新規申請」を選択 ・申請理由

・認定区分 「認定」を選択 ・適用区分 現在の負担区分を選択

・決定年月日 申請年月日と同日を入力

・発効期日 新規申請（申請月の初日）

転入（転入日） ・有効期限

年齢到達月申請（年齢到達日）

・認定理由

今年度の末日を入力　※末日は7/31

※資格取得日以前に交付する場合、
　資格取得日

「所得が基準額を満たすため」を選択

4.「限度額適用認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

て［検索］ボタンをクリック後、［申請］ボタンをクリックしてください。

3. 「限度額適用認定申請」画面で、「申請書印刷」ボタンをクリックし、申請書を印刷後、申請書を記入
して頂き、申請の以下の事項を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

「所得が基準額を満たすため」を選択

※「発効期日」を入力し、「適用区分取得」ボタンを押す
と、発効期日時点の適用区分が自動選択されます。
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日 証を交付する日を入力

※資格取得日以前に交付を行う場合は、交付年月日に資格取得日を設定してください。

5. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、更新した証を選択し、［印刷］ボ
タンをクリックしてください。

8.2 限度額適用認定証の交付（負担区分変更や広域内転入の場合）
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、証種別選択に「限度証」を選択し
て［検索］ボタンをクリック後、［申請］ボタンをクリックしてください。

8.2 限度額適用認定証の交付（負担区分変更や広域内転入の場合）
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・負担区分年度 自動入力 ・申請年月日 申請した日を入力

・申請区分 「その他申請」を選択 ・申請理由

・認定区分 「認定」を選択 ・適用区分 現在の負担区分を選択

・決定年月日 申請年月日と同日を入力

・発効期日 負担区分変更月の初日

広域内転入の場合、転入日 ・有効期限

転居の場合、前証と同日

・認定理由

4. 「限度額適用認定申請確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

3. 「限度額適用・標準負担額減額認定申請」画面で、「申請書印刷」ボタンをクリックし、申請書を印刷
後、申請書を記入して頂き、申請の以下の事項を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

「所得が基準額を満たすため」を選択

※「発効期日」を入力し、「適用区分取得」ボタンを押す
と、発効期日時点の適用区分が自動選択されます。

今年度の末日を入力　※末日は7/31

「所得が基準額を満たすため」を選択
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日 証を交付する日を入力

5. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、更新した証を選択し、［印刷］ボ
タンをクリックしてください。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証回収］ボタンをクリックしてください。

8.3 限度額適用認定証の回収

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定証回収」画面で、証種別選択に「限度証」を選択し
［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定証回収」画面で、回収する証をチェックボックスで選
択して、証を回収した年月日を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

4. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定証回収確認」画面で、表示された情報の内容を確認
し、［更新］ボタンをクリックしてください。
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 1. 「資格管理メニュー」画面で、［減額証／限度証申請］ボタンをクリックしてください。

8.4 限度額適用認定証の再交付

2. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、証種別選択に「限度証」を選択し
て［検索］ボタンをクリックしてください。
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・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日

・再交付年月日 交付年月日と同日 ・再交付事由 該当する事由を選択

3. 「限度額適用・標準負担額減額／限度額適用認定申請一覧」画面で、再交付する証をラジオボタンで選
択して必要な情報を入力し、［印刷］ボタンをクリックしてください。

証を交付する日を入力（発効期日以降）
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①厚生労働大臣が定める疾病は次のとおりです。
・人工腎臓を実施している慢性腎不全

②広域市区町村間異動後に特定疾病認定申請情報を登録する場合

1. 「資格管理メニュー」画面で、［特定疾病認定申請］ボタンをクリックしてください。

9.1 特定疾病療養受療証の交付

9．特定疾病療養受療証の交付・再交付

　被保険者に厚生労働大臣が定める疾病がある場合、申請内容を入力し、判定内容に基づき特定疾病療養
受療証を交付します。
　医師の意見書等の確認書類を持参してからの受付となります。県外転入や年齢到達等で、受療証のコ
ピーや認定証明書の提出で医師の意見書等を省略する事ができます。
　資格を取得する際は前保険での受療証の有無を本人に確認してください。

※基本的に却下になる場合は受付時に口頭で説明を行う。特定疾病申請却下通知書は発行しません。

・血しょう分画製剤を投与している先天性血液凝固第Ⅷ因子障害または第Ⅸ因子障害（血友病）
・抗ウイルス剤を投与している後天性免疫不全症候群
（HIV感染を含み、厚生労働大臣の定めるものに係るものに限る）

　広域市区町村間異動を行った場合は、「特定疾病認定申請一覧」画面の［申請］ボタンをクリックし
て、特定疾病認定申請情報を登録してください。
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2. 「特定疾病認定申請一覧」画面で、［申請］ボタンをクリックしてください。

・申請年月日 自動入力 ・申請理由 該当する理由を選択

・特定疾病名称 該当する名称を選択

・認定区分 「認定」を選択

・決定年月日 申請年月日と同日を入力 ・発効期日 申請月の１日
※資格取得月の場合、資格取得日

・認定理由 該当する理由を選択

3. 「特定疾病認定申請」画面で、「申請書印刷」ボタンをクリックし、申請書を印刷後、申請書を記入し
て頂き、申請の以下の事項を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。

※医師の意見書または診断書の
内容を確認してください。
　 内容を確認して下さい。※医師の意見書または診断書の

内容を確認して下さい。

※他市町村や他広域連合の後期高齢者
医療特定疾病療養受療証を持っていた
場合、転入日
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4. 「特定疾病認定申請確認」画面で、内容を確認し［更新］ボタンをクリックしてください。

・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日 証を交付する日を入力（発効期日以降）

※資格取得日前に特定疾病療養受療証の交付を行う場合、交付年月日に資格取得日を設定してください。

5. 特定疾病療養受療証を出力するには、更新した証を選択し、［印刷］ボタンをクリックしてください。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［特定疾病療養受療証回収］ボタンをクリックしてください。

9.2 特定疾病療養受領証の回収

2. 「特定疾病療養受療証回収」画面で、回収する証をチェックボックスで選択して、証を回収した年月日
を入力し、［確認］ボタンをクリックしてください。
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3. 「特定疾病療養受療証回収確認」画面で、表示された情報の内容を確認し、［更新］ボタンをクリック
してください。
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 1. 「資格管理メニュー」画面で、［特定疾病認定申請］ボタンをクリックしてください。

・発行年月日 証を印刷した日を入力 ・交付年月日

・再交付年月日 交付年月日と同日 ・再交付事由 該当する事由を選択

2. 「特定疾病認定申請一覧」画面で、再交付する証を選択して必要な情報を入力し、［印刷］ボタンをク
リックしてください。

証を交付する日を入力（発効期日以降）

9.3 特定疾病療養受療証の再交付

89 / 139 ページ



1. 「資格管理メニュー」画面で、［送付先管理］ボタンをクリックしてください。

2. 「送付先一覧照会」画面で、［追加］ボタンをクリックしてください。

10.送付先変更・廃止

　被保険者から住所地以外への郵送の希望があった場合、オンライン入力から送付先を追加できます。

10.1 送付先変更
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3. 「送付先情報追加」画面で、必要な情報を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

・帳票管理区分 該当するものを選択 ・届出日 届出日を入力

・有効期間 左枠が開始日、右枠が廃止日 ・氏名カナ 全角カナで入力

・氏名 送付先の氏名を入力 ・住所 送付先の住所を入力
※「住所検索」ﾎﾞﾀﾝで入力

・電話番号 送付先の電話番号を入力
・設定理由 「申請書備考」内容等を記載

※経営している会社など勤め先に送付希望の場合などで、担当者氏名の指定がない場合、届出者に確認の
上、「経理担当者」や「ご担当者」など氏名欄に入力してください。

4. 「送付先情報追加確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。

入力方法の統一

①氏名・氏名カナ

氏名及び氏名カナは、送付先の氏

名のみ入力し、「○○様分、○○様

方」などは入力しないこと。

また、弁護士や成年後見人など肩

書はこちらに入力する。「例：弁護士

○○」等

入力方法の統一

②住所

送付先の住所や方書を入力する。

法人名などの団体名などもこちら

に入力する。

原則、氏名は入力しない。

１

２
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5. 追加した管理区分を選択（左枠チェック）して「複写」ボタンをクリックします。

6. 複写する管理区分を選択し、「確認」ボタンをクリックして下さい。
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7. 「送付先情報追加確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。
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1. 「資格管理メニュー」画面で、［送付先管理］ボタンをクリックしてください。

2. 廃止する管理区分を選択（左枠チェック）して「修正」ボタンをクリックします。

10.2 送付先廃止
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3. 「送付先情報修正」画面で、必要な情報を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

・有効期間 右枠の廃止日を入力 ・設定理由 「申請書備考」内容等を記載

4. 「送付先情報追加確認」画面で、設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。
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11.負担区分・障害・特定疾病認定証明書の発行

11.1 負担区分証明書の発行

1.「資格管理メニュー」画面で、「負担区分管理」ボタンをクリックしてください。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「負担区分履歴一覧」画面で、負担区分証明書を発行したい対象履歴を選択して「照会」ボタンをク
リックします。
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5.「負担区分照会」画面で、「表示年月」を転出月にし、負担区分証明書を発行したい対象者を選択して
「印刷」ボタンをクリックします。
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11.2 障害認定証明書の発行

1.「資格管理メニュー」画面で、［被扶養者・障害・特定疾病証明］ボタンをクリックしてください。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「被扶養者・障害・特定疾病証明書交付一覧照会」画面で、「証明書」ボタンをクリックします。
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・発行年月日 印刷を行った日を入力 ・交付年月日 交付した日を入力

・交付事由 「新規」を選択 ・認定年月日 自動入力

・障害の程度 自動入力 ・認定の基礎となった書類 例：身体障害者手帳

5.障害認定情報を選択して以下の事項を入力し、誤りが無いか確認して「印刷」ボタンをクリックしま
す。
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11.3 特定疾病認定証明書の発行

1.「資格管理メニュー」画面で、［被扶養者・障害・特定疾病証明］ボタンをクリックしてください。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「被扶養者・障害・特定疾病証明書交付一覧照会」画面で、「証明書」ボタンをクリックします。
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・発行年月日 印刷を行った日を入力 ・交付年月日 交付した日を入力

・交付事由 「新規」を選択 ・認定年月日 自動入力

・疾病の名称 自動入力 ・認定の基礎となった書類 例：医師の意見書

5.特定疾病認定情報を選択して以下の事項を入力し、誤りが無いか確認して「印刷」ボタンをクリックし
ます。
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2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

11.4 証明書修正の場合

1.「資格管理メニュー」画面で、［被扶養者・障害・特定疾病証明］ボタンをクリックしてください。
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3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。

4.「被扶養者・障害・特定疾病証明書交付一覧照会」画面で、修正したい履歴を選択して「証選択」ボタ
ンをクリックして修正します。
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・発行年月日 印刷を行った日を入力 ・交付年月日 交付した日を入力

・交付事由 「新規」を選択 ・認定年月日 自動入力

・疾病の名称 自動入力 ・認定の基礎となった書類 例：医師の意見書

5.修正したい情報を選択して修正箇所を入力し「確認」ボタンをクリックします。誤りが無いか確認し
「更新」ボタンを押下します。
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1.資格管理メニューから再交付申請管理ボタンをクリックします。

2. 「個人検索」画面で、対象者の情報を入力して、［検索］ボタンをクリックしてください。

12.各種再交付申請書の発行
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4.申請書選択から、再交付する証の申請書を選択し、「申請書印刷」ボタンをクリックします。

再交付申請書の種類
・後期高齢者医療被保険者証再交付申請書
・後期高齢者医療限度額適用・標準負担額減額認定証再交付申請書
・後期高齢者医療特定疾病療養受領証再交付申請書
・後期高齢者医療限度額認定証再交付申請書

注意：上記以外の申請書は使用しません。

※一度にそれぞれの証を再交付する場合、それぞれの申請書を印刷する必要があります。

3. 「個人検索」画面で、該当する被保険者の情報を確認して、［選択］ボタンをクリックしてください。
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＜画面表示時のダイアログボックスの例＞ ＜帳票出力時のダイアログボックスの例＞

(a)「個別事象管理」画面

 1. 「資格管理メニュー」画面で、［個別事象管理］ボタンをクリックしてください。

13.個人情報の取り扱いに注意すべき人の運用方法

　後期高齢者の個人情報の取り扱いに注意すべき人を登録する操作方法は「個別事象管理」画面で、被保
険者の個人情報のほかに、DV（Domestic Violence）の被害者など個人情報の取り扱いに注意すべき人につ
いて、その状況の登録を行います。

① DV（Domestic Violence）の被害者など個人情報の取り扱いに注意すべき人であることを注意喚起する
ため、追加情報該当者の［該当1］チェックボックスをチェックした該当者については、住所や電話番号を
資格管理業務の画面に表示したり、帳票に出力する操作を行うたびに、注意喚起用のダイアログボックス
が表示されます。
［該当2］チェックボックスをチェックした該当者については、資格管理業務の画面に表示したときに、一
度だけ注意喚起用のダイアログボックスが表示されます。広域連合にて入力を行います。該当1、該当２の
どちらにチェックをつけるか連絡してください。
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2. 「個人検索」画面で個人検索を実行してください。

3．該当１、該当２にチェックがついているか確認する。
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4. ◆ 情報提供に関する制御情報

・ 加入者情報として登録する特定個人情報を開示不可にする場合不開示該当フラグの[不開示]ラジ
オボタンを選択します。

以下の入力も広域連合でのみ行います。申請者がいた場合は広域連合まで連絡ください

DVの被害者など、個人情報の取り扱いに注意を要する対象者からの申請を基に、次の設定を行いま
す。

・ マイナポータルにおいて、マイナンバーカードの保険証化不可、副本情報、特定健診情報、薬剤
情報、医療費情報などの閲覧停止にする場合は自己情報提供不可フラグの[提供不可]ラジオボタンを
選択します。
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住所地：

保険者：

・操作手順
　次の5つの操作を実施します。　

(a)国保住所地特例者一覧の受取
(b)住登外登録情報の追加
(c)国保住所地特例者情報の登録
(d)連絡票の一括発行および送付
(e)適用除外者情報の登録（住所地特例施設所在県の広域連合の操作）

① オンライン処理の「住登外修正」画面より登録する国保住所地特例者の情報（国保住所地特例者区分、
適用期間）は、市区町村国保担当者から受領する国保住所地特例者一覧に記載されている住所地特例施設
所在県を確認した上で、登録を行います。現住所が自都道府県の者については、国保住所地特例者として
管理しない（適用除外者等管理の入力のみ）ため登録しないでください。また、国保住所地特例者の世帯
構成員についても、登録しないでください。

② オンライン処理の「住登外修正」画面より登録する国保住所地特例者の情報については、住所地特例施
設所在県の広域連合への連絡票出力要否の判断に使用します。また、後期高齢者医療制度の資格を取得す
る前の期間において所得情報が登録されていない場合に、所得照会書または簡易申告書の出力を判断する
ために使用します。

③ 国保住所地特例者は、後期高齢者医療制度の資格取得後、通常の住所地特例者（後期高齢者医療制度加
入後に住所地特例適用となった者）と同様に管理されます。

A県A市 国保
A県A市 国保 A県 広域連合

（国保住所地特例者） （住所地特例継続）

・見直し前は、75歳到達により現住所地のＢ県広域連合が保険者となっていたが、見直し後は、前住所地
のＡ県広域連合が保険者となる。
・現住所地のＢ県広域連合では、適用除外となる。

14．国保住所地特例者の運用

　75歳の誕生日を迎えて後期高齢者医療制度の資格を取得する者および障害認定で資格を取得する者のう
ち、国民健康保険加入時から住所地特例の適用を受けている者（以下、「国保住所地特例者」という）に
対する運用について説明します。
　国民健康保険所管課から国保住所地特例者が記載された一覧（以下、「国保住所地特例者一覧」とい
う）を受領したことを契機に、市町村では、標準システムで国保住所地特例者の住登外登録情報を追加
し、国保住所地特例者情報の登録をします。その後、国保住所地特例者一覧を、Ｄドライブにより広域連
合に送付します。

県外
特例施設入所

75歳到達

A県A市 B県B市 B県B市
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(b) 住登外登録情報の追加
については P26 に進んでください。

1.「資格管理メニュー」画面で、特別処理の［住登外登録情報修正］ボタンをクリックしてください。

(a) 国保住所地特例者一覧の受取

　自市町村の国民健康保険所管課から後期高齢者医療所管課に、国保住所地特例者一覧が送付される。国
保住所地特例者情報の登録後、広域連合住所地特例担当へ送付する。

(c) 国保住所地特例者情報の登録
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※複数の履歴がある場合は、必ず、最新履歴を選択してください。

2.「個人検索」画面で個人検索を行い、検索結果の中から対象となる住登外の個人情報をラジオボタンで
選択して［選択］ボタンをクリックしてください。

3. 「住登外履歴一覧」画面で、対象レコードをラジオボタンで選択して［修正］ボタンをクリックしてく
ださい。
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・国保住所地特例者区分

・適用期間

開始年月日

終了年月日

国保住所地特例者が後期高齢者医療制度の加入時に（資格取得時に）居住している
市区町村の住民年月日（画面上の住民年月日と同日）

75歳年齢到達日の前日：年齢到達により資格を取得する場合

障害認定による資格取得日の前日：障害認定により資格を取得する場合

※なお、［取得］ボタンをクリックすることで、適用期間は自動で設定されます（国保住所地特例者区分に「国保
住所地特例者（障害認定）」を選択している場合、資格取得事由「障害認定」で資格を取得している必要がありま
す）。

↓スクロール

4.「住登外修正」画面で、国保住所地特例者情報を入力して［確認］ボタンをクリックしてください。

国保住所地特例者（年齢到達）：年齢到達により資格を取得する場合

国保住所地特例者（障害認定）：障害認定により資格を取得する場合
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↓スクロール

(d) 連絡票の一括発行および送付

　住所地特例施設所在県の広域連合宛てに連絡票を送付しますが、バッチ処理で出力される帳票を沖縄県
広域連合にて送付します。

※住登外照会画面の国保住所地特例者情報に連絡票発行ボタンがありますが、クリックして発行しないで
ください。クリックして発行することでバッチ処理にて帳票が出力されなくなります。

5.設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。
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1.「資格管理メニュー」画面で、被保険者資格管理の［適用除外者等管理］ボタンをクリックしてくださ
い。

2.「個人検索」画面で個人検索を行い、検索結果の中から対象となる被保険者をラジオボタンで選択して
［選択］ボタンをクリックしてください。

(e)適用除外者情報の登録（住所地特例施設所在県の広域連合の操作）

　国保住所地特例者に対して適用除外者情報の登録が必要な旨の連絡票が他広域連合より送付された場
合、連絡票に記載されている者に対して、適用除外者情報を登録します。住所地特例者に適用除外者情報
の登録を行うことで、被保険者の登録対象外になります。
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・適用除外事由 「国保住所地特例者」

・適用除外開始年月日 国保住所地特例者となる日

3.「適用除外者等管理」画面で、適用除外事由を選択して、［追加］ボタンをクリックしてください。

4.「適用除外者等登録」画面で、適用除外開始年月日を入力して、［確認］ボタンをクリックしてくださ
い。
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5.設定内容を確認して［更新］ボタンをクリックしてください。
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│ └ ─ ─ ─ ┬ ─ ─ ─ ┘ │

│ │ │

│ │ │

│ │ │

│

│

【注意】

一般課（1割）

　・提出期限内であれば適用開始月から適用となります。
　 提出期限を過ぎていれば、申請年月日の翌月１日からとなります。

　・①、②の負担区分は「一般基」となります。③の負担区分は「一般特」となります。

　※「基準収入額適用申請のお知らせ」が発行されている場合、開始月はお知らせに記載
されていている通りとなります。

基準収入額適用不可 基準収入額適用可能 基準収入額適用不可

一定上（3割） 基準収入額適用申請 一定上（3割）

課税情報確認 課税情報確認

個人収入が383万円以上 個人収入が383万円未満
世帯員収入合計が

520万円未満
世帯員収入合計が

520万円以上

15　基準収入額適用申請の取り扱い

窓口受付

世帯情報確認

世帯に被保険者が
１名

世帯に被保険者が
2名以上

世帯に被保険者が１名
＋70歳以上75歳未満
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①後期高齢者医療基準収入額適用申請のお知らせ（月次）

②市町村へ送信

②対象者をエクセルファイルにて、広域連合へ毎月Ｄドライブで送信する。

　（※該当者がいない場合、「該当者なし」と入力し送信）

①対象者へ「基準収入額適用申請のお知らせ」「基準収入額適用申請書」を送付する。

①期限までに申請書の提出をする。

①市町村担当課へ郵送又は窓口への持参により申請書が提出される。

②随時、基準収入額適用申請受付画面にて入力を行う。

　※申請書又は添付書類に不備がある場合は、電話等で訂正や再提出を依頼する。

　　

（注意）適用開始月の入力

【所得更正の場合】：

　　　　　　　　　　

【世帯異動の場合】：提出期限までに申請があった場合、適用開始月は異動のあった翌月とする。

　※適用開始月は「基準収入額適用申請のお知らせ」に記載されいている通りとなります。

①新たな被保険者証を郵送又は窓口にて交付する。

②併せて旧証の回収を行う。

　※「被保険者証交付一覧照会」画面に証回収日を入力。

　※窓口交付時に旧証の持参がなかった場合には、返信用封筒等の方法により、被保険者証を回収する。

①基準収入額適用申請書

②被保険者証（回収した場合）

③所得を証明する書類（公簿で確認できない場合）

被
保
険
者

４．申請書の提出

市
町
村

５．申請の受付

但し、添付書類の再提出については、市町村担当者が税台帳にて収入額を確認している場合に限り、再提出は不要とす
る。この場合、申請書に「税台帳確認済　担当○○」と記入する。

新たな負担区分がその所得にかかる年度の更新日に遡及しているため、提出期限まで
に申請があった場合は、適用開始月を８月とする。

　　但し、申請期限経過後に申請された場合は、やむを得ない理由があると認められる場合を除き、
　申請があった月の翌月から負担割合が変更されることになります。

６．被保険者証の交付

７．関係書類を広域連合へ送付

ケース１　基準収入額適用申請（世帯異動、所得更正による変更）

広
域
連
合

１．勧奨対象者調査リストの作成

市
町
村

２．基準収入額適用申請対象者の絞込み

①広域連合から送信された調査リスト（後期高齢者医療基準収入額適用申請のお知らせ）を、税担当課にて収入額
を確認し、勧奨の有無を判定する。

３．基準収入額適用申請のお知らせ・基準収入額適用申請書の送付
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①後期高齢者医療負担区分割合変更者一覧（月次）

②市町村へ送信

　（※負担割合が１割から３割に変更になっている者かつ、２年度前までのもの）

①過年度の対象者へは、標準システムで作成する。

　（※申請期限は勧奨日から１４日以上あけて設定。）

②対象者へ、作成した「基準収入額適用申請のお知らせ」「基準収入額適用申請書」を送付する。

③広域連合へ連絡

①期限までに申請書の提出をする。

①市町村担当課へ郵送又は窓口への持参により申請書が提出される。

②随時、基準収入額適用申請受付画面にて入力を行う。

　※申請書又は添付書類に不備がある場合は、電話等で訂正や再提出を依頼する。

　　

【過年度に基準収入額適用申請あり】：

（※時効なし）　

※基準収入に該当する場合は、市町村にて職権にて適用させる。

【過年度に基準収入額適用申請なし】：

（※時効２年）　

※必ず申請が必要となります。

①新たな被保険者証を郵送又は窓口にて交付する。

②併せて旧証の回収を行う。

　※「被保険者証交付一覧照会」画面に証回収日を入力。

　※窓口交付時に旧証の持参がなかった場合には、返信用封筒等の方法により、被保険者証を回収する。

市
町
村

５．申請の受付

但し、添付書類の再提出については、市町村担当者が税台帳にて収入額を確認している場合に限り、再提出は不要とす
る。この場合、申請書に「税台帳確認済　担当○○」と記入する。

（注意）適用開始月の入力

所得更正等により過年度の基準収入額適用となる場合、該当月以前に
基準収入額適用申請があれば、遡って適用とする。

所得更正等により過年度の基準収入額適用となる場合、適用開始
月は２年度前までとする。

※例）所得更生等により令和２年４月に申請があった場合は、平成２９年８月まで遡って適用とする。

６．被保険者証の交付

ケース２　基準収入額適用申請（過年度の所得更正による変更）

広
域
連
合

１．勧奨対象者調査リストの作成

市
町
村

２．基準収入額適用申請対象者の絞込み

①広域連合から送信された調査リスト（後期高齢者医療負担区分割合変更者一覧）を、税担当課にて収入額を
確認し、勧奨の有無を判定する。

３．基準収入額適用申請のお知らせ・基準収入額適用申請書の送付

※過年度の所得更正による変更の場合は、月次で「基準収入額適用申請のお
知らせ」「基準収入額適用申請書」は作成されません。市町村で作成お願い
します。

被
保
険
者

４．申請書の提出
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16 限度額適用・標準負担額減額認定証の取り扱い

※１

【発効期日】新規申請 ：

転入 ： 申請月初日

その他変更 ： 転入日

申請月初日または

前証発効期日

【有効期限】*　*　*　0　7　3　1

※各年7月31日

【入院該当日】申請月の翌月初日

※年度切替時を除く

※1 レセプト画面、または領収書・入院証明書にて入院日数の確認をする。

【注意】

　
長

レセプト・
領収書確認

（認定期間内
の入院日数
91日未満）

（認定期間内
の入院日数
91日以上）

（低Ⅱ減額証） （低Ⅱ減額証）

（新）
減額証交付

（新）
減額証交付
（長期該当）

転入前/新規申請前に減額証（低Ⅱ）所有者か確認

（所有者） （非所有者）

減額証回収 減額証申請

減額証申請

（低Ⅰ減額証）
低Ⅱ（1割）

（低Ⅰ減額証）
低Ⅱ（1割）

（新）
減額証交付

（新）
減額証交付

証回収 証回収

※所有してた場合 ※所有してた場合

低Ⅰ（1割） 低Ⅰ（1割）

般Ⅰ課（1割） 一般課（1割）

変更届出申請 限度証申請

認定不可 認定不可

変更届出申請 減額証申請
（新）

限度証交付
（新）

限度証交付

一定Ⅰ（3割）

一定Ⅱ（3割） 般Ⅱ課（2割） 低Ⅱ（1割） 般Ⅱ課（2割） 低Ⅱ（1割） 一定Ⅱ（3割）

窓口受付

転入、その他変更 新規申請

負担区分確認 負担区分確認

一定Ⅰ（3割） 一定Ⅲ（3割） 低Ⅰ（1割） 一定Ⅲ（3割） 低Ⅰ（1割）
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【解説】

【解説】

【解説】

17  長期入院の取り扱い

　長期入院とは、負担区分（低所得Ⅱ）（以降、低Ⅱ）の該当者で、低Ⅱの認定期間内の入院日数が９1日以上あった被保険者が長期入
院の対象者となります。Ｈ26年8月より資格取得前に他の保険において低所得（区分）Ⅱに相当する証を保持しており且つ入院がある場
合は長期の入院日数に含めてカウントします。

入院日数の数え方は、長期入院申請月を含む過去１２月以内となります。図１の場合はR4.9.14に長期入院申請を行っ
ているのでR3.10.1からR4.9.14までの期間が対象となり、入院日数は１００日となります。

R4.10.1～R4.10.31の期間とR4.12.1～R4.12.31の低Ⅱ非認定期間の入院日数が対象となるため、低所得Ⅰ（非課税）認定期間の入
院日数は含みません。
したがって図２の内容だと、入院日数は６２日となり、長期入院には該当しません。

R4.8.1～R5.3.31の低Ⅱ非認定期間に91日以上入院しているので長期入院該当となる。
長期入院は申請月の翌月初日が入院該当年月日となるため、R4.12.1～R4.12.31の期間に長期入院申請があった場合は、R5.1.1が
入院該当年月日となります。発効期日につきましては、長期入院申請前の減額証と同じ発効期日となります。

長期

申請

入院期間（92日）

低Ⅱ低Ⅱ

図 2 91日以上入院しているが、入院期間中に区分変更があった場合

低Ⅰ（認定）
低Ⅱ

（31日） （30日） （31日）

長期

申請

入院期間（91日以上）

低Ⅱ

図 3 低所得Ⅱ期間に91日以上入院している方が申請した場合

長期

申請

入院

（30日）

図 1 入院日数の算定

低Ⅱ

入院合計（130日）

R3.9.14
R2.10.1R2.9.1
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「修正」から生保終了/廃止年月日を入力

・資格取得年月日　＝　生活保護廃止（停止）年月日

・取　得　事　由　＝　生活保護受給終了

・負　担　区　分　＝　該当する区分を選択

　　（不明の場合は「低Ⅱ非課税」）

・資格喪失年月日　＝　生活保護受給開始年月日

・喪　失　事　由　＝　生活保護受給開始

「追加」から生保開始/再開年月日を入力

③被保険者証の回収

④限度額適用・標準負担額減額認定証の回収（該当者のみ）

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

②標準システム入力

資　格　喪　失 →

適用除外者等管理 →

生活保護受給開始 生保受給開始年月日 必要。ただし、未申請は職権適用。

①届出書等の記入及び確認

・資格取得（変更・喪失）届

・生活保護受給開始通知書
いずれか

・生活保護受給証明書

③被保険者証の交付

④限度額適用・標準負担額減額認定証の交付（該当者のみ）

（２）生活保護受給開始

　生保開始日より後期高齢者医療制度の資格を喪失します。「いつから生保が受給開始となるのか」等、生保受給期間の確認が
重要です。

事　由 資格喪失年月日 申請の有無

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

②標準システム入力

適用除外者等管理 →

資　格　取　得 →

生活保護廃止・停止 生保廃止年月日・生保停止年月日 必要。ただし、未申請は職権適用。

①届出書等の記入及び確認

・資格取得（変更・喪失）届

・生活保護廃止（停止）通知書　
いずれか

・生活保護廃止（停止）証明書

18  生活保護関連業務について

（１）生活保護廃止・停止

　生保廃止・停止日より後期高齢者医療制度の資格取得となります。「いつまで生保を受給していたのか」等、生保受給期間の
確認が重要です。

事　由 資格取得年月日 申請の有無
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前住所地の生保を引き続き継続する

前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保申請中。新住所地（転入日）で資格取得する

前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保開始（受給期間に間が空かない場合）

前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保開始（受給期間に1日でも間が空く場合）

前住所地の生保は廃止、新住所地では生保申請しない

※ 上記以外のケースで、前住所地では被保険者、新住所地にて資格取得（紐付処理）しないで転入日から生保開始

　の場合は、適用除外者等管理の入力を忘れず実施してください。

　また、前住所地の担当者へ資格喪失（喪失日：転出先の転入日）の処理をするよう連絡をお願いします。

（転入の住基が広域システムに反映してから）

「追加」から生保開始/再開年月日を入力

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

②標準システム入力

適用除外者等管理 →

－ － 不要

①生保受給確認

・生活保護受給証明書

Ａ市 Ｂ市

4/15転入

事　由 異動年月日 申請の有無

ケース３

ケース４

ケース５

ケース１ 　　前住所地の生保を引き続き継続する場合

生保受給 Ａ市の生保を継続受給

（３）広域内転居

　前住所地での生保が継続されるのか、転入のタイミングで生保が廃止になるのか等、ケースによって処理・対応が異なりま
す。前住所地と生保受給期間の確認を行う必要があります。

ケース１

ケース２
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4/15生保廃止

・資格取得年月日　＝　転入年月日

・取　得　事　由　＝　生活保護受給終了

・負　担　区　分　＝　該当する区分を選択

　　（不明の場合は「低Ⅱ非課税」）

4/15生保廃止

（転入の住基が広域システムに反映してから）

「追加」から生保開始/再開年月日を入力

☞ １.前住所地生保の期間と新住所地生保開始日で間が空く可能性があるため、証明書類は廃止と開始の両方必要です。
２.生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、後日必ず生保受給中である根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の
　確認が必要です。

②標準システム入力

適用除外者等管理 →

①届出書等の記入及び確認

・前住所地の生活保護廃止（停止）通知書　
いずれか

・前住所地の生活保護廃止（停止）証明書

・新住所地の生活保護受給開始通知書　
いずれか

・新住所地の生活保護受給証明書

4/15転入

事　由 異動年月日 申請の有無

－ － 不要

④限度額適用・標準負担額減額認定証の交付（該当者のみ）

ケース３ 　　前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保開始（受給期間に間が空かない場合）

4/15生保開始

Ａ市 Ｂ市
生保の期間に間が空かないのでＯＫ。
「適用除外登録」を行う。

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

②標準システム入力

資　格　取　得 →

③被保険者証の交付

転入 転入年月日 必要

①届出書等の記入及び確認

・資格取得（変更・喪失）届

・生活保護廃止（停止）通知書　
いずれか

・生活保護廃止（停止）証明書

生保申請中

Ａ市 Ｂ市

4/15転入

広域連合としては、生保受給決定を待ってからのシステム処理を勧めています。しかし、直近で病院を受診する予定のある方へ
は保険証を一旦交付する場合もあります。資格取得後に遡って生保が決定した際の、その後の手続き（証回収・被保険者や医療
機関への説明等）を市町村担当者にて責任を持って行ってもらうことを条件に、「資格取得」します。

事　由 異動年月日 申請の有無

ケース２ 　　前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保申請中。新住所地（転入日）で資格取得する場合
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4/15生保廃止

資格取得

・資格取得年月日　＝　転入年月日

・取　得　事　由　＝　生活保護受給終了

・負　担　区　分　＝　該当する区分を選択

　　（不明の場合は「低Ⅱ非課税」）

資格喪失

・資格喪失年月日　＝　生活保護受給開始年月日

・喪　失　事　由　＝　生活保護受給開始

「追加」から生保開始/再開年月日を入力

資　格　喪　失 →

適用除外者等管理 →

※上記「ケース４」とは逆に、転入日（例 4/15）より前に生保廃止（例 4/14）となり、生保の期間に1日でも間が空く場合、
前住所地では生保廃止日から転入日までの間、資格取得となります。

・新住所地の生活保護受給開始通知書　
いずれか

・新住所地の生活保護受給証明書

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

②標準システム入力

申請の有無

生保受給開始 生保開始年月日 必要。ただし、未申請は職権適用。

①届出書等の記入及び確認

・資格取得（変更・喪失）届

②標準システム入力

資　格　取　得 →

③被保険者証履歴を作成後、同日で回収入力

事　由 異動年月日

①届出書等の記入及び確認

・資格取得（変更・喪失）届

・生活保護廃止（停止）通知書　
いずれか

・生活保護廃止（停止）証明書

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

事　由 異動年月日 申請の有無

転入 転入年月日 必要。ただし、未申請は職権適用。

4/16生保開始

Ａ市 Ｂ市
生保の期間に1日間が空くため、1日だけ
「資格取得」となる。

4/15転入

前住所地生保の期間と、新住所地生保開始日で間が空く可能性があるため、証明書類は廃止と開始の両方必要です。生保の間が
空いた場合は、たとえ1日でも資格を持つこととなるため、「資格取得」→「資格喪失（生保受給開始）」→「適用除外登録」
の処理を行います。

ケース４ 　　前住所地の生保は廃止、新住所地にて生保開始（受給期間に1日でも間が空く場合）

ｚ
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4/15生保廃止

・資格取得年月日　＝　転入年月日

・取　得　事　由　＝　生活保護受給終了

・負　担　区　分　＝　該当する区分を選択

　　（不明の場合は「低Ⅱ非課税」）

②標準システム入力

資　格　取　得 →

③被保険者証の交付

④限度額適用・標準負担額減額認定証の交付（該当者のみ）

・資格取得（変更・喪失）届

・生活保護廃止（停止）通知書　
いずれか

・生活保護廃止（停止）証明書

☞ 生保担当課へ口頭確認を行ってもよいが、必ず処理の根拠となる通知書又は証明書（コピー可）の添付が必要です。

申請の有無

転入（※） 転入年月日（※） 必要。ただし、未申請は職権適用。

※前住所地の生保廃止日が転入日と同じ場合は取得事由は「転入」となりますが、生保廃止日が転入日以降となる場合は「生保
受給終了」となります。

①届出書等の記入及び確認

生保申請なし

Ａ市 Ｂ市

4/15転入

事　由 異動年月日

ケース５ 　　前住所地の生保は廃止、新住所地では生保申請しない場合
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転入前都道府県が保険者となり、沖縄県では資格を持ちません。

上記①とは逆に、引き続き沖縄県の被保険者となるため、新しい住所の保険証を発送しなければなりません。

県外住所地特例施設

引き続き、転入前都道府県が保険者となり、沖縄県では資格を持ちません。（上記①の対応と同じ）

広域内転居（転入）

３．沖縄県広域連合へ住所地特例者情報を連絡する。

４．新たな被保険者証を交付する。

※転居等により、住所地特例施設外へ出た場合は他県の被保険者となるため、転居等のあった日が資格喪失日となります。
しかし、住所地特例施設間での移動の場合は該当しません。

③県外から住所地特例施設への転入後、別の住所地特例施設へ転居

転入

沖縄県○○市（県外）
住所地特例施設Ａ

沖縄県○○村
住所地特例施設Ｂ県外

市町村窓口での対応

１．転出届出時に転入先が住所地特例施設と判明している場合は、資格変更届を記入してもらう。

   （転出後、転入先市町村より連絡があり、住所地特例施設と判明した場合は、職権にて作成。）

２．住登外情報を従来の住基の被保険者番号と結びつける必要があるため、システム入力を行う。

    ※すでに、資格を喪失している場合は、先に「資格回復」の処理をしてから行います。

    ※住登外の宛名番号、世帯番号は市町村にて管理している番号を使用します。

２．住基が標準システムに取り込みされたら、適用除外の登録を行ってください。

※転居等により、住所地特例施設外へ出た場合は、沖縄県の被保険者となるため、転居等のあった日が資格取得日となり、
前住所地市町村には、住所地特例が外れた旨を電話連絡します。ただし、住所地特例施設間での移動の場合は該当しませ
ん。

②県外住所地特例施設への転出（住所地特例適用）

転出

発効期日は変わりません。

沖縄県

県内の住所地特例施設から対象外施設へ転
居した場合、沖縄県の被保険者となります。沖縄県

住所地特例施設県外

市町村窓口での対応

１．前住所地の市町村（後期高齢担当課）に電話連絡し、住所地特例施設に転入した旨と転入先住所を伝えます。

   （誤って資格を取得した場合は、職権により資格喪失処理をし、被保険者証を回収してください。）

19  住所地特例施設関連業務について

　介護保険は県内市町村間の移動でも住所地特例が適用となりますが、後期高齢者医療制度は各県ごとに事務を行っているた
め、都道府県間の異動が対象となります。

注意
住所地特例施設は沖縄県広域連合では把握していません。
自市町村介護保険担当課と連携をとるなど、随時の把握に努めてください。

①県外から住所地特例施設への転入（適用除外）

転入
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資格取得届出

資格変更届出

資格喪失届出

場合により
省略可

住基連携により死亡が判明している場合のみ、届出は省略可。住基に
死亡情報が反映していない場合は、申請書の届出は必須。

生活保護の開始 必要
保護担当課または福祉保健所からの連絡により判明した場合は、本人
届出は省略可。ただし、職権で資格喪失する際は、生保開始証明書等
を添付のうえ、申請書を職権記入する。

事 由 申請書の届出

喪
失
届
出

県外への転出
場合により
省略可

住基連携により県外転出が判明している場合のみ、届出は省略可。住
基に転出情報が反映していない場合は、申請書の届出は必須。

障害認定の撤回 必要 申請あっての撤回のため、申請書は必ず必要。

死　　　亡

基準収入額申請 必要
申請あっての認定のため、申請書は必ず必要。
職権申請の場合は、省略可。ただし、収入が確認できる資料を
作成する。

その他
（地番修正、氏名変更等）

場合により
省略可

住基連携により修正等が判明している場合のみ、届出は省略可。住基
に修正情報が反映していない場合は、申請書の届出は必須。

場合により
省略可

住基連携により転居が判明している場合のみ、届出は省略可。住基に
転居情報が反映していない場合は、申請書の届出は必須。

負担割合変更 省略可
割合変更による証差替えのため、申請書は省略可。ただし、負担割合
変更チラシ等を利用する等、十分な窓口説明を推奨。

住所地特例 必要
県外転出後も引き続き沖縄県の資格保有となるため、届出は必要。他
県転出先等からの連絡で住所地特例該当が判明した場合は、職権で申
請書を記入する。

事 由 申請書の届出

変
更
届
出

県内市町村転出 省略可 保険証等の交付がないため、申請書は省略可。

県内市町村転入
場合により
省略可

住基連携により広域内転入が判明している場合のみ、届出は省略可。
住基に転入情報が反映していない場合は、申請書の届出は必須。

市町村内転居

申請あっての認定のため、申請書は必ず必要。

生保停止・廃止 必要
保護担当課または福祉保健所からの連絡により判明した場合
は、本人届出は省略可。ただし、職権で資格取得する際は、生
保停止（廃止）証明書を添付のうえ、申請書を職権記入する。

75歳年齢到達 省略可
住基情報により75歳到達者は自動的に資格取得されるため、申
請書は省略可。

20  各種資格関連申請書の取扱いについて
    資格に関連する申請書について説明します。
  申請書の届出の有無を記載していますので、窓口対応の際にご参考ください。

事 由 申請書の届出

新
規
取
得

県外からの転入 必要
住基連携による転入判明の場合は、本人届出は省略可。ただ
し、職権で保険証等を交付した場合は申請書を職権記入する。

障　害　認　定 必要
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再交付申請

送付先変更・変更廃止届出

限度額適用・標準負担額減額認定証申請

限度額適用認定証申請

特定疾病療養受領証申請

※

※ 届出の省略（高確法規則第二十八条）

※ 申請書の「届出者名」及び「申請者」は窓口に来た方の氏名で記載をお願いします。

変更申請（転居・広域内転入等） 省略可 住基連携または資格変更届出書により把握するため、届出は省略可。

本人確認・委任状による代理受付については、番号法施行による本人確認対応措置（Ｈ27.10月市町村担当者会議時に
配布の資料）等により市町村窓口にて適宜対応してください。

変　更　申　請
（転居・広域内転入・区分変更等）

省略可 住基連携または資格変更届出書により把握するため、届出は省略可。

種 別 申請書の届出

新　　　　　規 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

長　期　入　院 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

種 別 申請書の届出

新　　　　　規 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

種 別 申請書の届出

新　　　　　規 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

変　更　申　請
（転居・広域内転入・区分変更等）

省略可 住基連携または資格変更届出書により把握するため、届出は省略可。

種 別 申請書の届出

変　　　　　　更 必要 申請あっての変更のため、申請書は必ず必要。

廃　　　　　　止 必要 申請あっての廃止のため、申請書は必ず必要。

限度額適用認定証 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

特定疾病療養受療証 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

被　保　険　者　証 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

限度額適用・標準負担額減額認定証 必要 申請あっての交付のため、申請書は必ず必要。

種 別 申請書の届出
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基本

A1.

（沖縄県後期高齢者医療広域連合の休日を定める条例第2条参照）

被保険者証

市町村内で転居した場合、発効期日はいつになるか。 A1. 転居前に所有していた証と同じ日付となります。

A2. 負担割合が変更となった月の初日となります。

被保険者が亡くなられた後に被保険者証を発行してよいか。 A3.

発効期日はどういう時に変更になるか。 A4.

証の交付事由の選択方法を教えて下さい。 A5. 新規 資格取得の事由で交付するとき

変更 資格変更の事由で交付するとき

※短期証から被保険者証へ変わるとき

再発行

更新 被保険者証から短期証へ変わるとき

短期証から短期証へ変わるとき

基準収入

A1.

（平成21年1月分Q&A問14・平成21年3月Q&A問7参照）

A2.

（平成21年1月分Q&A問14・平成21年3月Q&A問7参照）

A3.

障害認定

障害認定申請を行った場合、いつから被保険者となるか。 A1.

（７５歳年齢到達月のみ限度額が折半となる）

A2.  遡っての撤回は原則行えません。
（高齢者の医療の確保に関する法律施行規則第8条2参照）

A3.

（平成21年9月分Q&A問3参照）

Q3- 有期認定の被保険者で、更新時に障害の程度が不明の場合、被保
険者資格を一旦喪失させることになるのか。

医師の診断書等により障害の状態が確認できない
限り一旦資格喪失とるため、適切な期間を設けて、
障害認定の期限が到来する旨の注意喚起を行う
必要がある。

Q3- 過年度の所得更正を行ったが、月次で基準収入額適用申請のお知
らせと申請書が作成されない。

過年度の所得更正の場合、月次で基準収入額適
用申請のお知らせと申請書は作成されません。な
ので市町村で作成する必要があります。

Q1- 未来に向かって認定となるため、最短で申請日の
認定となるが、月の途中に障害認定で加入した場
合、限度額が他保険と別々になっているため負担
増になることを留意して下さい。

Q2- 障害認定で他保険から後期高齢者医療制度へ加入したが、遡って
撤回申請したい。

Q1- 前市町村で基準収入適用されていた被保険者が転入した際に、再
度、申請が必要か。

転入先世帯で対象者に変更が無い場合、省略可
能。

Q2- これまで基準収入適用されていた世帯で、住基異動があった際に、
再度、申請が必要か。

すでに基準収入額の適用申請が行われており、判
定の対象となる方の収入額を把握している場合に
は、再度の申請は必要ありません。

Q3- 既に死亡しているので発行してはいけません。
沖縄県後期高齢広域連合HPに掲載されている資
格喪失証明書等を利用して下さい。

Q4- 市町村をまたぐ異動、負担割合変更（３割→１割、
１割→３割）があった場合等に変更となります。

Q5-

証の紛失、汚損、破損の事由で交付
するとき

21  その他（Q&A)

Q1- 月末に申請を行おうとしたが、窓口が休みだった為、申請が出来な
かった。遡って受付して欲しい。

遡っての受付は原則行うことは出来ません。
ただし、通知文等で定められた届出期限が休日に
当たる時は、翌業務日が届出期限となります。

Q1-

Q2- 基準収入額適用によって負担割合が変更となった場合、発効期日
はいつになるか。
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A4.

（平成21年3月分Q&A問2参照）

障害認定の有効期限の修正方法を教えてほしい。 A5.

３．画面の内容を確認して［更新］ボタンを選択します。

住所地特例

A1.

A2.

A3.

A4.

限度額証

A1.

（平成21年1月分Q&A問16参照）

A2.

A3. 年齢到達日が発効期日となります。

A4.

市町村内で転居した場合、発効期日はいつになるか。 A5. 転居前に所有していた証と同じ日付となります。

A6.

（平成20年7月分Q&A問10参照）

Q4- 減額認定証申請のシステム入力で、減額認定証の発行後、誤った「減額認
定証申請」履歴だと気づいた。差替えの減額認定証を発行する際、減額認定
証申請は限度額適用・標準負担額減額申請→「決定・訂正」ボタンから、修
正していいか。

システム画面で減額認定証回収の履歴と減額認
定証申請の履歴が一致するように、限度額適用・
標準負担額減額申請→「申請」ボタンから新規で
作成お願いします。

Q5-

Q6- 広域連合内での転居等により世帯構成の変更があった場合、減額
認定証申請を再度求める必要があるか。

申請は要しない。※すべての世帯員の収入状況を
把握している場合。

Q2- 減額認定証の申請書を省略することは可能か。 新規取得（区分毎）以外で所得情報が把握出来て
いる（年次更新含む）場合、可能。

（平成21年1月分Q&A問12・平成21年3月分Q&A問6・平成21年4月分Q&A問
6参照）

Q3- 年齢到達月に減額認定証の申請を行った場合、発効期日はいつに
なるか。

Q4- 県外の住所地特例施設へ入所したことによって、引き続き沖縄県の
被保険者となったが、被保険者証の発効期日はどうなるのか。

発効期日は前回の被保険者証と同じです。

Q1- 減額認定証の申請を今月行ったが、先月に遡って認定して欲しい。 遡っての認定は行えません。
認定日は申請月の初日となります。

Q2- 住所地特例の対象施設か把握したい。 広域連合では把握していない為、自市町村の介護
保険担当課と連携をとるなど、随時の把握に努め
てください。

Q3- 県内の被保険者が広域内転入しました。転入先住所が住所地特例
施設に該当するが、適用除外者となるのか。

適用除外者とはなりません。
基本的に県外からの転入の場合が対象です。
ただし、広域内転入でも、転入前市町村で住所地
特例施設への入所によって適用除外者となってい
る場合は別です。

Q5- 障害認定者で引き続き資格を取得している場合は、資格
変更情報を登録しないでください。なお、障害認定の有
効期限（自）（至）は、履歴で管理しておりません。有効期
限は、次に示す方法で修正してください。

１．「障害認定申請検索」画面で該当者を選択し、［決定/
訂正］ボタンを選択します。「障害認定申請」画面が表示
されます。

２．「障害認定申請」画面で有効期限（至）を修正し、［確
認］ボタンを選択します。

有効期限を修正することによって、一括処理の障
害認定有効終了年月日経過者一覧作成処理で更
新申請後の情報を抽出対象とすることができます。

Q1- 被保険者が県外へ転出します。住所地特例施設かどうか確認した
い。

転出先市町村の後期高齢担当課へお問い合わせ
ください。

Q4- 障害認定の被保険者が生活保護に加入後、再度申請を行う必要が
あるか。

申請必須となるため省略はできません。ただし、沖
縄広域内で障害認定に該当した方で、かつ、有期
認定期限が到来していない場合は、障害手帳の写
し等添付書類の省略は可能です。
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A7.

（平成21年4月分Q&A問4参照）

A8.

（平成21年1月分Q&A問15参照）

A9.

A10.

A11.

A12.

長期入院該当証

A1.

「後期高齢者医療の高額療養費の支給、食事療養標準負担額

及び生活療養標準負担額の減額の取り扱いについて」参照

長期入院該当した場合の発効期日はいつになるか。 A2.

年度切替の際はどのように取り扱うのか。 A3.

（平成21年4月分Q&A問7参照）

特定疾病

A1.

（平成21年4月分Q&A問7参照）

Q3- 前年度に長期入院該当している場合、8月中の申
請は8月1日長期入院該当証を発行し、9月以降に
申請があった場合は、申請月の翌月初日の長期
入院該当証を発行します。なお、どちらも発効期日
は申請月の初日となります。

Q1- 前保険で特定疾病に該当していたが、沖縄県後期高齢医療制度へ
加入する際に、申請を行ってなかった。

年齢到達など資格取得の場合は、年齢到達日な
ど資格取得日が発効期日となります。（申請月より
も前に資格取得した場合においても、資格取得日
となります）
状況により申請月の初日が発効期日となる場合が
あるため、年齢到達から数カ月以上経過している
場合は、後期連合へ個別にご相談ください。

Q1- 区分Ⅱの被保険者で、これまでに減額認定証の申請を行っていな
い間に入院していた場合、長期入院の入院日数に含むのか。

含めます。令和2年10月より、区分Ⅱの期間に入院
した日数をカウントすることになりました。そのため、
区分Ⅱで91日以上入院した被保険者について
は、長期入院該当認定することになります。

令和2年10月2日付　保高発1002第1号

Q2- 長期入院該当前に所有していた減額認定証と同じ
日付となります。ただし、今年度最初の減額証発行
の場合は、申請月の1日か資格取得日となります。

Q11- Ｑ１０の中で、市町村間異動があり、転入日の月を越えて減額認定
証を差替えをする場合、「発効期日」は、どうなるか。

現年度の減額認定証を認定されていれば、転入日
を記載した、発効期日の減額認定証に差し替えて
下さい。

Q12- 発効期日８月１日の減額認定証（区分Ⅰ）を持つ被保険者が、９月
以降世帯の所得更正により、８月に遡って（区分Ⅱ）に変更になっ
た。減額認定証を区分Ⅱに差し替える場合、発効期日はどうなる
か。

本来は区分Ⅱで発効期日「８月１日」の減額認定
証を認定しなければいけなかった為、減額認定証
を区分Ⅱ、発効期日「８月１日」で差し替えて下さ
い。

Q9- 月の途中に他市町村より転入した際に、転入月は区分Ⅱ、翌月から
区分Ⅰとなった場合、減額認定証の発行はどのように扱うか。

区分Ⅱ証（発効期日：転入日）と区分Ⅰ証（発効期
日：翌月初日）の２種類を発行する。その際、区分
変更分については申請書を作成して下さい。

Q10- 世帯構成の変更に伴う所得区分の変更が生じ、減額認定証の差替
が、所得区分変更月を越えた場合、減額認定証の「発効期日」はど
うなるか。

現年度の減額認定証を認定されていれば、所得区
分が変更になった月の初日を記載した、発効期日
の減額認定証に差し替えて下さい。

Q7- 低所得者低Ⅰの基準について、年金収入が110万円（80万円控除
で所得30万円）、不動産所得が－80万円の単身被保険者は、低所
得Ⅰとなるか。

お見込みのとおり。所得税法第69条に基づき控除
します。低所得者Ⅰは各種所得がないものに該当
します。

Q8- 月の途中に県内市町村より転入したが、前市町村で減額認定証申
請をしておらず、新規申請した場合の減額認定証はどうなるか。　※
転入前及び転入後も非課税世帯が条件です。

月初日の発効期日証と、転入日の発効期日証を
発行する必要があります。

137 / 139 ページ



負担区分管理

月次で負担区分登録されない。 A1.

年齢到達の方が負担区分登録できない A2.

A3.

Q2- 負担区分登録する際に、基準日を年齢到達日に
設定してください。

Q3- 資格取得を行った際に、負担区分を入力し忘れた。 住基がない場合は、住基追加処理し負担区分登
録して修正画面から正しい負担区分を入力して下
さい。
住基がある場合は、負担区分登録して修正画面か
ら正しい負担区分を入力して下さい。

Q1- 前照回答依頼中の世帯構成員が存在する年月の
負担区分は判定されません。
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※短期証から被保険者証へ変わるとき
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